
武蔵野栄養専門学校

【学校目標（スローガン）】

【優先課題】 【全体総括】

【各戦略領域における活動概略】
※ 達成度は ◎ ○ △ × の４段階

概　　略
定 性 的 目 標
定 量 的 目 標

経　緯　と　結　果
達成度

※
成　果

向 上 方 策
問 題 点

改 善 方 策

多様化する栄養士のニーズに答える授業を展
開するとともに教育の質の向上を目指す。

＊チャイム授業・実習の改善
＊スポーツ栄養コースの内容充実
＊授業評価結果の活用
＊定期考査マークシート方式の
　取扱いの向上

R3年度よりチャイム授業開始のため授業担当者による出席確認を開始し
た。スポーツ栄養は外部企業より講師を招き実践的な授業が展開されて
いる。マークシートによる定期考査は２年目となり順調に実施できてい
る。授業評価をGooglefoamsにて実施しているが問題点も出てきた。

〇

スポーツ栄養実習は前期10
回、後期10回の企業との連
携により、学生満足度の高
い授業が運営できており次
年度以降も続けていく。

授業評価において常軌を逸
した回答が見られるように
なり、実施組織や実施方法
について改善が必要であ
り、今後検討していく。

募集情報課として広報部との連携を強化し、
学生募集への取組みについて検討、実施して
いく。

＊広報担当者との月1回の会議の
　実施
＊入学者に対するOCに関するアン
　ケートの実施と結果のデータ化
＊高校訪問を積極的に行う

経営改善計画作成の一環で学生募集PTが発足し募集情報課から２名がPTメンバーとな
り活動した。そこで後藤学園４校での情報交換や今後の戦略についても話し合い、
SNSの強化について決定した。入学者は目標200名に対して94％であった。OC参加者は
目標の500名を大きく上回り739名(148%)、対面のみで考えても508名(102%)となっ
た。１つ１つの見学説明会や体験実習を丁寧に行うことで、対面での歩留まり率は
39％となり、歩留まり率目標40％にあと一歩のところまで迫ることができた。

◎

募集情報課としてOCの運営を管
理し、広報部との連携を図る。
SNSを強化するため学内でも担当
者を決め、募集情報課や広報戦
略会議との連携を強化する。

例年と比較して歩留まり率が低かっ
た。コロナ禍でオンライン説明会が増
加したこともあり、気軽に様々な学校
の説明会に参加できる。多数の学校の
中から選ばれるための取り組みを検討
していく必要がある。

コロナ予防対策の徹底及び学生の栄養士資格
取得（卒業）に向けた支援・サポートと校外
実習の整備。

＊コロナ感染予防対策の徹底
＊退学率の目標内維持
＊円滑な奨学金事務
＊校外実習の整備

コロナ対策として時間差登校を継続した。密を避けるようエレベーター
の乗車人数制限を実施、給食時の１テーブルの人数制限やパーテーショ
ン、黙食指導を実施している。また、教職員が校内を巡回し共有部分に
ついて定期的に消毒している。コロナ禍においても教育活動が止まらな
いよう配慮し、また、学生の生活面・精神面のサポートを実施した。

○

企業等での校外実習が実施できる
よう調整し、コロナ禍により難し
い状況であっても学生に不利益の
ないよう校内での代替及び企業関
係者による演習などにより振替実
習で対応する。

精神面で問題を抱える学生は年々
増加している。コロナ禍による不
安も相まって新入生の退学率は例
年よりも増加した。教育相談体制
の構築やSCの常駐化も検討課題で
ある。

就職関連企業等との折衝、就職活動へのアド
バイス等、就職支援体制の強化を図る。

＊就職率96％以上
＊スポーツ栄養分野の企業開拓

進路開発課の担当者が学生との信頼関係を築き、学生の就職意欲を高め
ることができた。結果、就職率は目標を上回ることができた。人材育成
訓練生は年齢に幅があり、正規採用のハードルもある。また求人情報の
公開や申込などにおいてGoogleClassroomを効果的に活用できた。

○

4～6月に開催している企業説
明会は毎年参加企業が増加
し、就職活動開始段階での意
識づけとなるもので、今後も
継続していく。

毎年、就職活動の開始時期が遅い
学生や就職を希望しない学生がお
り、学生の意識づけなどが必要で
ある。また、内定辞退などミス
マッチにつながらないよう指導し
ていく必要がある。

専門人材育成訓練の受入れとキャリアコンサ
ルティングの実施を行い就職へと導く。ボラ
ンティアの組織化を図る。

＊訓練生の就職率100％
＊子ども食堂でのイベントの実施
＊地域貢献活動への取組み

専門人材育成訓練生に対してキャリアコンサルティングを実施し、円滑な就職へと導
いている。専門人材育成訓練の最終目的は正規の雇用である。しかし、家庭の事情な
ど個人的な理由による就職をしない者も見受けられる。キャリアコンサルティング業
務を円滑に行うため、教員１名がキャリアコンサルタントの資格を取得した。
コロナ禍によりストップしていた豊島区体育協会依頼の講習会をR4年度より再開する
運びとなった。

△

ジョブカード作成アドバイザー
もキャリアコンサルティングが
行えるが、有効期限があるた
め、今後も担当者の資格取得を
進めていく。

椎名町こども食堂はコロナ
禍の中予約制での活動を再
開しているようであるた
め、今後は協力体制を整え
ていきたい。

教職員組織の効率的な学校運営の実施、分掌
の整理による教職員の労働環境の改善。

＊週1回の分掌･学年会議と企画
　調整会議
＊時間外勤務の減少と有給休暇
　消化率の増加

会議については各分掌･学年･実習実験に関してもほぼ予定通り実施され
ているが、定期的な開催に向け実施日の固定など取り決めが必要。
分掌ごとの業務についてはより効率化が図れるような分担を常に見直し
ていく必要がある。労働環境についてもいまだ改善の余地がある。

○

分掌組織による業務の分
担を始めて2年目とな
り、円滑に運営を進めて
いる。

担当する教科や業務によ
りかかる負担に差がある
ため、責任者により業務
の均等化を進めていきた
い。

校内環境の整備と施設設備の維持･管理･改善
を実施。

＊トイレの改修、教室環境の整備
＊実習室･実験室の機器･備品類の
　データ管理

トイレの改修は以前より希望していたが、R5年度実施予定の
耐震化工事にて配置状況が変わるためこれに合わせて検討す
ることとなった。ICTの環境整備については各教室に設置済
みであるが、耐用年数の関係から定期的な交換が必要であ
る。

△

ICT環境整備については学生
個々のPC環境を整える方向
で検討しているが、それに
先立ちR3年度末に学内のWi-
Fi環境が整えられた。

施設の老朽化が進み、使用
する機器備品も耐用年数が
過ぎている。耐震化工事に
伴う実習室の改修について
の案を提出している。

適切な予算の確保と経費節減の実施。
＊カード支払いの徹底
＊時間外勤務減少による人件費の
　削減

ビジネスプリペイドカードによる支払いが可能な店舗に
関してはカード払いが徹底されている。時間外勤務が必
要な場合には事前に直属の管理職に申し出て許可を得る
こととし、管理職は部下の業務管理を行うよう体制を整
えている。

△

予算は担当者により適切に
管理されており、計画的な
支出が行われている。各々
が担当する項目の予算を把
握し、支出を抑える努力を
していく。

適切な業務配分の中で発
生する時間外勤務に関し
ては正当に手当てが支給
されるよう管理職が確
認・管理する。

（１）教育の充実

チャイム授業はほぼ達成、スポーツ栄
養の内容充実は図れた。授業評価の
フィードバックは出来たが、実施方法
や集計方法の見直しが必要。マーク
シート方式の定期試験は定着しつつあ
り概ね目標達成できた。

新型コロナウイルス禍においても正常な学校運営を全教職員の英知と団結力で全うする。

①新型コロナウイルス感染防止について徹底した対策を行う。
②分掌業務の効率化を図るとともに精度を向上させる。
③コロナ禍にありながらも学生がより積極的に授業に取り組めるよう授業内容の向上を図る。
④コロナ禍にありながらも学校の魅力を直に伝えられるよう広報活動を工夫する。

コロナ対策として１・２年生間の時間差登校を実施した。教室、ドアノブ、トイレ等の定期的な消毒、エレ
ベーターの乗車人数制限、試食の際の黙食指導、健康観察など感染防止のための対策を実施、特に自己の健
康管理を徹底させ、発熱等体調不良の際には自宅学習とするなど学内での感染拡大を防止した。その中でも
実習・実験など実践的な授業は継続させ、栄養士としての知識や技術を修得させることに努めた。
分掌組織での学校運営は２年目となり、それぞれの分掌ごとに業務をより把握し遂行できた。
広報活動においては、体験入学、見学説明会などでのマンツーマンでの学校見学や個別相談など、制限があ
る中で工夫を凝らしたイベントを実施できた。

戦略領域
定量的目標

の結果

（２）学生募集

＊広報部担当者との打合せは体験回
ごとに実施した。
＊入学者アンケートは結果をデータ
化した。
＊多摩地区の高校訪問に同行した。

（３）学生支援

＊退学率は4.7％で目標内を維持でき
た。
＊担任が実施する奨学金事務を円滑
に行った。
＊校外実習は企業実施が29名、その
他は校内での代替となった。

（４）就職支援
＊就職希望者の就職率は4/18現在で
100％となり目標値を上回った。
＊スポーツ関係を受託先に持つ企業
を視野に求人先を開拓中。

（８）財務基盤

＊カード支払い可能な店舗に
関しては徹底されている。
＊時間外勤務の減少には至ら
なかった。

（５）社会貢献･
　　　外部連携

訓練生のうち就職希望者の就職率は
99.4%(未決定１名)で100％には至ら
なかった。
＊コロナ禍によりボランティアや地
域貢献活動は実施できなかった。

（６）組織･運営体制
＊企画調整会議・職員会議の実施に
ついては100％達成。
＊時間外・有休取得については達成
とはいえず、努力が必要。

（７）施設設備

＊施設設備については耐震工
事に合わせて検討する。
＊実習･実験室の機器備品に
ついてはデータ管理出来てい
る。



【中期計画に基づく具体的施策】

（１）教育の充実 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

1
チャイム授業
開始

教
育
管
理
課

チャイムと同時に担任
が出席を取り、その後
講師に受け渡し授業が
開始されていた。
担任からの連絡や講師
が教室に来ることが遅
れてチャイム授業開始
が徹底されていない場
合があった。

集中できる環境で授業をス
タートさせるためチャイム前
着席を励行する。授業担当者
はチャイム前に教室に入り、
これまで担任が行ってきた出
席確認を授業担当者が実施、
これにより業務の効率化と授
業時間をフルタイムで使用す
る効果的な授業の展開を目指
す。

チャイム前着席
の習慣化と授業
担当者による出
席確認の励行。

―

授業担当者による出席確認を行うた
め、出席簿や座席表の統一化と学生
へのチャイム着席の周知を徹底し
た。
効率化を図り授業時間をフルタイム
で使用することができた。

― 〇

授業担当者が出席を
取ることにより、授
業時間を有効的に活
用することができ
た。授業担当者への
協力の徹底と出席の
重要性の理解を求め
る。

授業担当者によって
は出席の漏れやミス
があり、担任が認識
している欠席や遅刻
などの出席状況と異
なることがあった。

授業担当者による出席確認の
実施により、チャイム授業開
始をより確実に実施できるよ
うになった。但し、授業担当
者の裁量で遅刻者のチェック
が正確に行われない場合があ
ることも問題視されている。
また担任がリアルタイムで出
欠席の確認ができるようなシ
ステムについても検討が必要
である。

〇

2
ショートホーム
ルーム(SHR)の
設定

教
育
管
理
課

担任からの連絡等出席
時を利用してきたが、
SHRを行うことで授業
時間90分を確保できる
ようになってきた。し
かし、2年生は就職関
係等の連絡もあり授業
開始時間にかかってし
まう場合があった。

チャイム授業開始を励行する
ため、担任からの連絡事項等
を行う時間を設ける。始業前
または授業後の10分間をSHR
として種々の連絡等に当て
る。またGoogleClassroomを
活用し授業開始時の口頭連絡
を出来るだけ削減する。

SHRの実施により
スムーズにチャ
イム授業開始が
実施出来たか。

―

SHRを設定し担任が授業時間前に連
絡を行った。令和2年度に引き続き
Googleclassroomを活用し口頭連絡
を出来るだけ削除した。

― 〇

SHRの実施によりス
ムーズにチャイム授
業開始が実施できた
か。

各学年・学級の時間
割により、SHRが実
施できない場合があ
る。対策方法の一つ
として
Googleclassroomで
の連絡を活用してい
く。

担任は日々の連絡を行うた
め、実習･実験以外の授業
開始前にSHRを設定してい
る。最低1日1回のSHRの実
施により伝達事項が確実に
されるよう調整することや
実習･実験授業時には
GoogleClassroomを活用し
漏れの無い伝達が必要であ
る。

〇

3
授業構成の
改善・工夫

教
育
管
理
課

講義の半分にディス
カッションやプレゼン
テーションを取り入れ
る予定であったが、コ
ロナウイルス感染症予
防の観点から十分に行
えていない。

コロナウイルス感染症の状況
を加味しながら、プレゼン
テーション授業を実現可能な
範囲で取り入れていく。

授業評価や授業
見学により、学
生が能動的に授
業に取り組めて
いたかを判断す
る。

―

コロナウィルス感染症の状況を加味
しながら、プレゼンテーション授業
を実現可能な範囲で取り入れること
ができた。

― ◎

授業評価や授業見学
により、学生が積極
的に授業に取り組め
ていた。ICTを利用
し、より能動的に参
加できるよう努め
る。

感染症対策における
身体的距離の確保が
必要であった為、科
目によっては充分に
行うことができな
かった。ICTの活用
や備品を購入し可能
な範囲で取り入れて
いく。

令和3年度は対面授業の継
続を第一に教育活動の継続
を実施、感染対策強化のた
めディスカッションなど話
し合いを中心とした授業構
成は実施しない方向で進め
た。今後は学生個々のPCを
活用した授業なども視野に
入れていく。

〇

4
スポーツ栄養実
習授業計画の策
案と環境整備

教
育
管
理
課

担当講師2名と相談
の上、シラバスを作
成し確定した。

授業担当者が作成したシ
ラバスをもとに、必要な
機器・器具類の検討を
し、予算的に可能なもの
から購入を進めていく。

授業担当者が作
成したシラバス
を基に授業が実
施されたか。
予算を考慮し機
器・備品類の購
入が進められた
か。

150万円

授業担当者が作成したシラバスを基
に授業を実施することができた。コ
ロナ禍において、学生同士が接触す
る計測等の演習は控えている為、機
器・器具の購入は行わなかった。

― ✕

当初推測をしていた
ような内容の演習を
行えなかったが、
個々のプレゼンテー
ションの時間を増や
す等、別の形で教育
効果を高めるように
した。

開講初年度に加えコ
ロナ禍ゆえ備品を要
することはなかった
が、今後必要に応じ
て検討する。

スポーツ栄養コースの開
講初年度となったが、企
業のスポーツ栄養士を講
師に迎えたより実践的な
授業を展開できた。

△

6
授業評価アン
ケート用紙の改
善

学
生
支
援
課

令和2年度より授業
評価をGoogleforms
にて行うものと変更
し、集計作業の簡略
化を図った。学生に
対して行うアンケー
トという観点から担
当組織を学生支援課
に変更した。

Googleformsでのアンケー
ト方式にすることで、集
計作業を簡略化し、授業
担当者へのスピーディー
なフィードバックを実現
し、授業改善につなげる
ことを目的とする。

全科目の授業担
当者に対する
フィードバック
を実施し授業改
善につなげる。

―

昨年同様、コロナ禍に対応したアン
ケート内容で実施した。適宜授業担
当者へのフィードバックも行った。
アンケートはGoogleformsを使用し
たことで集計作業が効率よく実施で
きた。しかし、質問内容と回答方法
について、検討する必要があると分
かった。

― △

引き続き、講師に対
しフィードバックを
実施できた。また、
学生からの評価が低
い講師には改善を求
めることができた。

Googleformsを使用
することで集計作業
の簡素化を図れた。
引き続き質問内容と
回答方法を精査して
いく。

授業評価アンケートに関
しては、人事評価の一環
として法人事務局主体で
実施していたものを学校
主体の独自の形に変えて
いる。実施方法や実施時
間など問題も挙がってい
るため今後の検討課題と
なっている。

△

7
授業参観・授業
評価の実施と
フィードバック

教
育
管
理
課

校長・参与・副部長
の授業参観を実施
し、授業内容につい
て評価・フィード
バックしている。

管理職以外の一般の職員
も参観できるように授業
公開週間を設定し、授業
評価だけでなく、研修の
場ともなるよう設定す
る。管理職は、適切な授
業が行われているかを判
断し、学生による授業評
価アンケート結果ととも
にフィードバックする。

授業参観結果を
授業評価アン
ケート結果と合
わせて、次年度
以降の授業依頼
の継続に関する
検討材料とす
る。

―

令和3年度は校長及び一部管理職は
授業参観を行えたが、一般職員は授
業等の関係で実施が困難であった。
授業評価のフィードバックは校長よ
り行い今後の授業に活かしていく。

― △

令和2年度の授業評
価アンケートの結果
や授業参観から、声
の聞きとりづらい講
師に対し令和3年度
よりマイクを使用し
て頂き、授業満足度
の向上に努めた。

可能な限り時間を調
整し、授業参観を行
い、自己研鑽に努め
る。

令和3年度前期の授業に関
しては、校長・部長・副部
長の授業見学を実施した。
授業評価アンケートに関し
ては数値結果をフィード
バックしたが、コメントは
常軌を逸した内容もあり、
抜粋せざるを得なかった。
今後は結果を反映した授業
改善まで進めていかなけれ
ばならない。

△

結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括具 体 的 施 策 計　画　内　容



中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括具 体 的 施 策 計　画　内　容

8
期末試験実施方
法の効率化

教
育
管
理
課

令和2年度より期末
試験はマークシート
形式にて実施した
が、誤記入や塗りつ
ぶしミスが多く、学
生自身に毎度注意を
促す必要がある。ま
た、講師にも誤答問
題がないように注意
喚起を行う。

国家試験等と同様の出題
形式にすることで適応力
を育てる。また、機械が
誤答問題を判断し採点時
のミス等を防ぐため期末
試験のマークシート方式
を継続する。

期末試験のマー
クシート方式の
徹底を図る。

マーク
シート用

紙代
30万円

令和3年度もマークシート形式の試
験を継続して行った。
担当教員とやり取りをしながら、誤
答問題の判断を行うことができた。

マーク
シート用
紙代及び
保守代金
27万円

〇

機械による採点によ
り、人為的ミスが無
くなり誤問の確認後
即日評価ができ仕事
の効率化に繋がる。

学生のマークミスを
防ぐため、試験開始
前の注意喚起につい
てマニュアルの見直
しを行う。

マークシート方式での試
験も2年目となり、その
方法には慣れてきたが、
試験スタイルとしてふさ
わしいのかどうかについ
ては精査が必要である。

◎



（２）学生募集 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

9 広報部との連携

募
集
情
報
課

広報部は高等学校と
の対応が主になって
いる。今後はメディ
アへの露出やSNSを利
用した宣伝の強化、
企業とコラボしたイ
ベントなどを企画･実
施し学校の知名度を
上げる必要がある。

広報部と定期的な打ち合
わせを実施し高等学校の
現状、訪問時の強調点
等、共通理解を持ち募集
活動の連携を図る。

①出張授業年間
20回
②入学者200人
③オープンキャ
ンパス参加者500
人④広報担当者
とその都度の打
ち合わせ、情報
の共有を図る。

―

2021年度より学校内分掌の募集情報
課が発足したことにより広報部とコ
ミュニケーションを取り円滑な連携
が取れている。ホームページ・パン
フレット・高校ガイダンス・体験入
学等様々な点で見直し・計画・実践
を行うことができた。

― ◎

連携を図ることで業
務が円滑化し様々な
媒体製作物に於いて
改善・リニューアル
できた。

教職員としての通常
業務と広報活動との
兼ね合いを図る。

募集情報課は積極的に広
報部とコンタクトを取
り、連携体制を構築して
いる。入学者数は、目標
の200名に満たなかった
が18歳人口が減少する中
でも94％確保という結果
が残せた。

〇

10
栄養専門学校教
員の模擬授業担
当

募
集
情
報
課

令和2年度は、出張
授業を4回行った。
新型コロナウイルス
の関係で入校できる
かが課題となる。

模擬授業や出張授業等を
積極的に担当し、高校生
に対し直接本校の魅力を
伝える機会を計画する。

模擬授業
出張授業
高校訪問
合わせて年間20
回を目標とす
る。

10万円
（1人300
円×20人
×20回）

新型コロナウイルス感染症の影響も
あり出張授業や模擬授業が中止や延
期になったこともあったが、直接教
職員が出向き、高校生に向けて栄養
士について当校の魅力を伝える機会
を設けることができた。

― 〇

高校生に本校の魅力
が伝達され最終的に
願書提出数に繋げた
い。

突然の授業依頼や変
更による職員側の負
担有り。通常授業・
業務との兼ね合いが
難しい。

コロナ禍にあり模擬授業辞
退と、実施回数が減少する
中でも高等学校側からの要
請に答え、出張授業を実施
することができた。また、
校長による都立高校訪問に
募集情報課員が同行するこ
とで高等学校の現状など情
報を得ることができた。

◎

11
興味が沸く魅力
的なWEB媒体の
改良

募
集
情
報
課

CM動画等を作成し
SNSを活用した配信
を行っている。

入学希望者が求める情報
は 何かリサーチし、現状
のHPやWEB媒体に加え、OC
等の来校を促す。

CM動画を作成
し、できるだけ
多く配信する。

―

学生や教職員に簡単な取材を行い
「MUSASHINO　SMILE　LIFE」を開始
しHP上に掲載、また将来構想部会の
教職員とともにSNSを活用したCM動
画を作成し広報活動を進めた。

― 〇

媒体はいくつあって
も良い。目につく良
い媒体資料を今後と
も検討する。

撮影・編集による教
職員側の負担が大き
い。

年間を通じ、募集情報課員
や将来構想のメンバーが
WEB媒体を作成し、効果的
な募集活動につながった。
一方で、その作成に関する
個々の負担が増えている。
教職員の職務で一番重要な
ことは教育に関わることで
あり今後の懸念材料でもあ
る。

〇

12

OC参加者アン
ケート･入学者
アンケートの分
析

募
集
情
報
課

入学者にGoogleforms
で実施。本校に入学
を決めた理由には雰
囲気、設備が上位に
ある。学校決定の参
考には学校見学、体
験入学、パンフレッ
トが挙がっている。

本校が選ばれた理由･選ば
れなかった理由を分析
し、対策を検討する。

OC参加者アン
ケート・入学者
アンケートの実
施、情報収集、
集計と結果の
データ化。

―

OC参加者のアンケート・入学者アン
ケートを集計し結果をデータ化し教
職員全体に周知し常に振り返りを行
い次のOCに活かすことができてい
る。

― ◎

教職員全体にアン
ケート結果を周知し
振り返ることで良い
部点は継続、悪い点
は改善に向けてい
る。

「選ばれなかった理
由」を知り得たいが
学校教職員がデータ
を回収することは困
難である。

入学者に対するアンケー
トは募集情報課で実施さ
れ公表している。OC参加
者アンケートはWEB上で
確認している。広報戦略
会議にて有意義な議論が
なされ、学生募集に繋
がっていくことを期待す
る。

◎

13
学生スタッフの
育成

募
集
情
報
課

OC手伝いの在校生が
参加者に対応し対話
をすることが入学に
繋がっていることは
大いに考えられる為
在校生への指導を強
化する。

在校生のOC協力者が学校
について十分に理解する
とともに、体験生とのコ
ミュニケーションの取り
方等対応力を育成する。

OC参加者アン
ケート内に在校
生の対応項目を
入れ、満足度を
確認する。

―

学生サポーター組織立ち上げをス
タート。コロナの影響により参加者
と距離を置いたが、オンライン説明
会や個別相談の際に対応させるなど
工夫を凝らした。

― 〇

OC参加者への学生ス
タッフの印象や影響
は大とされている
為、学生サポーター
の更なる確立に向け
たい。

広報活動参加の為、
学生スタッフへの返
礼品・参加賞など検
討する。

学生スタッフには「自分
が楽しむ目線ではなく
「参加者を楽しませる」
といったボランティア精
神が求められる。年度に
より学生が変わるため、
迎える教職員側も含めて
一定の教育が必要であ
る。

〇

14 OCの企画･立案

募
集
情
報
課

これまでのOCやイベ
ント内容を精査し、
今後の参加者を増加
させる対策を講じ
る。

入学希望者の興味を引く
OCについて過去の参加者
状況等を参考に企画、ま
た保護者に選ばれる為の
対策を検討する。

OC参加者毎回15
名以上を目指
す。

―

今年度の方法も不備はなく感じた
が、コロナウイルス感染症対策を講
じながらの開催だったこともあり次
年度より実習や昼食付きのOCに戻
し、本校の魅力を最大限にPRする。

― ◎
感染症対策を留意し
学校の魅力を最大限
に伝える。

飲食を伴う際のコロ
ナウイルス感染症へ
の配慮を行う。

コロナ禍にあり、感染症
対策を最も重視して見学
説明会を中心としたOCが
行われた。実習の回も昼
食の提供ができなかった
ため、令和4年度より昼
食を再開したより効果的
なOCを企画していく。

◎

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



中期計画

番号
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15
大卒者支援制度
の実施

募
集
情
報
課

社会人の学びなおし
などリカレント教育
にも募集対象を広げ
ることにより、入学
者の増加を目指す。

募集対象を社会人(大学・
短大・他の専門学校卒業
者) にも広げることを目
的にリスタート支援制度
(入学金10万円免除）を立
ち上げる。

リスタート制度
の周知徹底・利
用入学者の増加
（10名以上）。

―

コロナウイルス感染症の影響か、既
卒者（社会人・大学生・中退者）の
入学が多数見受けられた。現役生の
増員も目指しながら既卒者の取り込
みも見込みたい。

― ◎

学費サポートの一
環、リスタート制度
の影響か、既卒者の
願書提出者が増加し
た。

既卒者の増員により
若手教職員の対応が
困窮している。

既卒者の入学者割合は増
加している。人材育成訓
練生も含めたR4年度の入
学者は1/3が既卒者であ
るため、リスタート支援
制度は効果的であったと
考えられる。

◎



（３）学生支援 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

16
退学率の目標内
維持

学
生
支
援
課

家庭環境・人間関係
の問題が複雑多岐に
渡るため、担任が中
心となり支援してき
たが限界がみえてい
る。2年次、不登校
に陥り結果的に退学
を余儀なくされる者
も常在しつつある。

退学の兆候を見逃さず、
早期に支援体制を整えて
退学者の減少を図る。担
任一人ではなく、学年主
任や課などが加わりチー
ムで対応する。

①中途退学者5％
以内、問題行動
0％。②対応時、
チームを編成し
て支援できるよ
うになる。

―

退学率は、4.7%であった。目標達成と
なったが、ほとんどが担任による支援
であった。この理由は、退学を決めて
担任に申し出るケースが多いためとい
える。しかしながら、担任⇒学年主任
⇒副部長⇒校長への報告はよくでき
た。率の高い1年学年主任は、企画調整
会議において欠席過多者の状況報告に
努めた。また、実習実験課専任教職員
の報告事項も活かされた。

― 〇

欠席過多者≒不登校
者の報告がタイム
リーであった。担任
のみならず、実習実
験担当者も留意情報
に入力することに
よって情報共有でき
た。

依然として、退学を
決めて申し出る学生
（保護者）を減ずる
ことが課題である。

退学の兆候が見られるタ
イミングでの相談体制を
構築する必要があるが、
何も語らないまま長期の
欠席に入る学生や精神的
に不安定な学生も多く見
られ、難しい問題であ
る。全教職員で取り組む
べき問題である。

〇

17
スクールカウン
セラーとの連携
強化

進
路
開
発
課

相談者対応の仕方に
ついては、その多く
が担任任せとなって
いる。また、相談が
ないまま、連絡が取
れない状態で一定期
間登校しない者が増
えている。

悩みや相談を抱える学生
に対して日常的且つ組織
的に支援する。担当組織
の教職員は窓口となり、
より専門的な支援が必要
な際はSCへと繋ぐ。ま
た、定期的な協議により
情報交換と共有に努め
る。

課員の半数以上
が窓口となる。
教育相談体制を
構築する。

―

組織的な支援体制（教育相談体制）
構築について、学年とその各担任に
置き換える方が現実的と考えたが、
具体的な変更には至らなかった。

― △

問題発生時の担任対
応は、ベストを尽く
していた。SC面談以
外の留意情報は共有
するよう努めた。

SC面談に至る深刻度
ではない学生の情報
を共有し、担任以外
の職員でも解決案を
出すなどする。

教職員は出来得る限りの支
援をしているが、日々の業
務の優先度など時間的な問
題もあり組織的な支援体制
の構築までには至っていな
い。相談者の増加や併設校
が3校ある現状からもSCの
常駐など学園全体で取り組
むべき問題も存在してい
る。

△

18
実習先情報の整
備

学
生
支
援
課

保育園を中心に新規
開拓がなされ実習先
は増加したが、その
情報が不明瞭であ
り、整理とデータ化
が必要といえる。

実習先企業・施設等の情
報を整理・データ化す
る。また、選定・依頼に
活かしやすくする。

企業・施設等全
てについて、共
通項目の情報が
データ化され、
常に更新できる
体制を整える。

―

前年度同様、受入実績のある実習先
企業・施設等の情報をデータ化し
た。連絡及び訪問した際に、担当者
や施設責任者等に変更が生じた場
合、随時更新した。

― 〇
引き続き、情報の
データ化を行った。

課員がそれぞれの
データを認識し、実
習生のニーズに応え
るべく努力すること
が課題である。

令和3年度はコロナ禍に
あり、企業へ出向いての
校外実習の実施が29名に
留まった。残りの学生は
校内での代替となったた
め、校内での実習をより
現場を意識した質の高い
ものにすべく努力した。

〇

19
円滑な履修が可
能となるよう、
体制を整える

学
生
支
援
課

担当者1名体制で、
履修が円滑に進まな
いことが多かった。
令和2年度は、コロ
ナ禍のため十分な渉
外活動ができなかっ
た。

履修全般の流れとその指
導内容をマニュアル化す
る。誰が担当しても円滑
に履修を進めることがで
きる体制を構築する。

①マニュアル完
成及び課員の全
員が対応可能と
なる。②渉外担
当2名の育成。

―

コロナ禍により、一部の学生のみ実
施となり、大部分の学生は学内実習
と動画による臨地・校外実習振替プ
ログラムを活用することとなった。
従来の履修方法と異なる状況となっ
たため、履修全般に関する流れやそ
の内容のマニュアル化には至ってい
ない。

― △

指導内容のマニュア
ル化、標準化は先送
りとなったが、課員
の学生指導の機会は
増加した。

コロナ禍であって
も、本来あるべき履
修の流れを重視し、
指導内容マニュアル
を完成することが優
先課題である。

企業との交渉や挨拶回
り、必要書類の作成、学
生対応など限られた担当
者数でこなしていくには
煩雑な業務が多いため、
令和4年度の実施に向け
て、体制を整えていく必
要がある。

△

20

実習先、学生、
学校それぞれに
プラスとなる履
修科目にする

学
生
支
援
課

実習先の都合（意
向）と学生のそれが
優先されることによ
り、混乱がみられ
た。令和2年度はコ
ロナ禍のため学内で
の代替となった。

事前指導（教育）を重視
する。実習先との連携を
図る。効果的な実習を実
現させることにより、知
識や技術を習得しやすく
する。

実習先及び学生
クレーム数につ
いて、それぞれ
5％以内。

―

担当者と課員で連携を図り、事前指
導（教育）を充実させた。コロナ禍
ではあったが、一部の学生は実習先
で充実した学外実習を実施できた。
大部分の学生は学内代替実習とな
り、本校の施設を最大限に活用する
とともに実践的な実習を実施でき
た。また企業等に依頼し、講師によ
る講義及び演習を実施した。

― 〇

学内での代替実習は
できる限りの対応を
した。当面、コロナ
対応は必須である。
そのため、企業等と
の連携をより深め、
必要に応じて円滑な
講義・演習の依頼を
行うようにする。

学内外それぞれの実
習でできる限り差が
生じないよう対応策
を考える必要があ
る。また、時期など
実習先の要望に柔軟
に対応できるように
する。

令和4年度もこれまでと
同様にコロナウイルスの
感染拡大が起こった場合
には時期をずらしたり学
内実習に替えるよう連絡
が来ているが、学生の教
育機会を確保できるよう
最大限努力していく。

〇

21

高等教育就学支
援制度の対象機
関としての役割
を果たす

学
年
（

担
任
）

学習状況についての
要件確認は、前期定
期試験前のため、9
月の段階では出席状
況確認を行った。年
度末には1年間の定
期試験の成績確認を
実施する。

対象機関としての各種要
件維持および支援継続に
欠かせない学習状況につ
いての要件確認を実施す
る。

令和2年度の対象
者は40名であ
る。全学生が学
力基準を満たす
ことが出来るよ
う、担任を中心
にサポートして
いく。

―

出席状況や成績の確認を行う適格認
定において、4名は警告を受けた。
しかし、その後は各自が努力し、無
事に高等教育就学支援制度を実施す
ることが出来たため、本校として
は、対象機関としての役割を果たす
ことが出来たと認識している。

― 〇

対象学生は、出席状
況や成績面を意識し
努力していた。制度
を実施することによ
り、各自の学習する
意欲に繋がったと思
われる。

要件の変更事項等の
確認を行い、対象機
関としての役割をき
ちんと果たすことが
出来るようサポート
体制を強化する必要
がある。

一定の条件を満たしてい
ないと承認されないた
め、高等教育就学支援制
度の対象機関として継続
されるよう各種要件につ
いて整備・維持してい
く。

　◎

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



（４）就職支援 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

22
就職関連企業・
施設との折衝を
行う

進
路
開
発
課

コロナウイルスの影響
はあるが早期の内定を
目指し、①学生の就職
希望職種の把握②企
業・施設の校内説明会
の実施③迅速な折衝に
取り組むため、課と担
任の連携・協力の強化
が必要である。

コロナウイルスの継続的
な影響を考慮し①企業・
施設等との折衝により就
職先の開拓や就職情報を
収集②企業担当者との信
頼関係を築き、就職率の
維持・向上を一層図る
③学生に就職活動計画の
提示を目指す。

①就職先の開拓
や就職情報の収
集②企業担当者
との信頼関係を
高め、就職率の
維持・向上③学
生への就職活動
計画の提示。

―

①学生から新規企業説明会の要望を聞
き企業と連絡を取り開催した。
②企業担当者への連絡を密に行い、企
業の欲しい人材を適材適所に割り当
て、また内定のお願いをすることで就
職率の維持につながった。③就職セミ
ナー（ﾏｲﾅﾋﾞ・LEOC）や年度当初の「就
職活動の進め方」を活用し、活動の
「見える化」を図り、意識付けにつな
げた。

― 〇

①学生の要望に耳を傾
け就活の活動を広げら
れた。②企業の要望に
応えることで、信頼関
係を一層強くして、今
後の交渉・依頼での関
係も深められた。③学
生の就活意欲を高めら
れた。

①一人でも多くの学生
の気持ちを引き付け、
その気にさせていける
か。②企業との信頼関
係の継続のため内定辞
退をなくせるか。③年
度ごとに学生の状況に
合うよう修正・補足を
していけるか。

企業説明会の規模は年々大
きくなり、就職活動が開始
される時期に学生への意識
づけになっている。さまざ
まな事情を持つ学生が多い
中で進路開発課が担任との
連携し、個々の学生に向き
合い就職活動が効果的に進
められていた。

〇

23

就職活動に向け
た効果的なアド
バイスにより就
職率96％以上を
目指す

進
路
開
発
課

多様な学生の希望を
叶えるため①精神
面、持病などを抱え
た学生への丁寧で細
かな指導・対応②学
生と担任、課の連
携・協力を深めるこ
とが一層重要であ
る。

「求人の見える化」を目
指し①求人情報の掲示の
工夫、提示の迅速化②課
と担任との連携体制を整
え③求人票の管理から就
職相談、提出書類への対
応、面接指導など就職活
動に関しての幅広いサ
ポートを推進する。

就職率96％以
上。

―

求人票を目に留めるため
①Googlecclassroomや掲示板で周知
し、緊急及び迅速に対応した。②複
数回の失敗を経験した学生への厳し
く・優しい声掛けや接し方を担任と
連携し内定にこぎつけた。③課と担
任の連携・協力、情報の共有をする
ことで、就職指導が進み、内定状況
も高まった。

― 〇

①求人を
Googleclassroomに
アップしたことで、関
心を高めた。②学生の
活動を待つだけでなく
手を差し伸べるタイミ
ングを図ったことで活
動が始まり希望の職に
内定した。③就職率は
99％となった。

①②学生の就職意識
を担任と協力して一
層高め、内定100％
を目指す。③1月2月
までには、就活が終
了できるよう、担任
と更に計画を煮詰め
る。

Googleclassroomを活用
した求人票の閲覧など、
個々の学生に情報が伝わ
るようサポートされてい
る。最終的には目標は達
成できている。

〇

24
新規分野への企
業開拓の実施

進
路
開
発
課

スポーツ栄養と関連
する就職先の掘り出
しに向けて①企業の
担当者からの情報収
集②スポーツジムや
スポーツと食育に関
わる企業・施設の再
考をより進めること
が大切である。

スポーツ栄養関連への就
職拡大を目指し①スポー
ツ栄養コース受講者の関
連企業就職先の開拓②計
画的な進路実現に向けて
の意識付け③道筋の基礎
作りを踏まえて活動す
る。

スポーツ栄養関
連への就職拡大
を目指し①関連
企業就職先の提
示②希望進路実
現に向けての意
識付け③道筋の
基礎作り。

―

①スポーツ栄養関連の就職先を希望
する学生が少ない実態があり、就職
先とされているか疑問が残る。
②③スポーツ栄養の講座で公認ス
ポーツ栄養士の取得の道筋を指導し
ているが、非常に難しく時間もかか
るため、必要な知識の基礎基本の場
になっている。

― △

将来の目標や目的を
しっかり持つことの
必要性を伝え、ス
ポーツ関連企業への
希望者には理解させ
て指導した。

スポーツ栄養にどれ
ほど興味・関心を持
ち、実際に就職を希
望するか、指導の中
で見極めて就職先と
したい。

将来的にスポーツ関連の栄
養士となるためには、栄養
士業務の基礎・基本を修得
しておく必要がある。ス
ポーツ関連の配属先を持つ
企業などの開拓は必要では
あるが、まずは栄養士とし
て働くことに目標を置くベ
きと考えている。

△

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



（５）社会貢献・外部連携 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）
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（ゴール･目標）
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る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

25
専門人材育成訓
練事業の継続

進
路
開
発
課

専門人材育成訓練生
の受入れは令和2年
度は20名であった
が、令和3年度は新
たに40名の受け入れ
を予定している。

専門人材育成訓練の最終
目的は就職である。訓練
生受け入れを継続するた
めには就職先の確保が絶
対条件となる。企業との
折衝により就職先の確保
に力を入れる。

専門人材育成訓
練生の就職率
100%を目指す。

―

令和2年度の卒業生は17名であっ
た。就職状況の内訳は13名が正規雇
用、1名が契約社員、2名が家庭の事
情により就職しなかった。また1名
は訓練終了後連絡が取れなくなっ
た。

― △

進路開発担当による
企業との折衝やキャ
リアコンサルティン
グにより、訓練生と
企業とのミスマッチ
は減じている。就業
に繋げるため、訓練
終了後もサポートを
続けている。

企業に応募すること
に慎重な訓練生が見
受けられる。企業説
明会等への参加を促
し、不安を取り除く
ため、キャリアコン
サルティングや面談
の機会を増やし支援
に務める。

令和3年度も40名の受入
れを許可された。これは
継続した受託により信頼
度が高くなっている結果
ともいえる。受け入れに
は負担を伴うが、担当者
の負担が軽減されるよう
協力体制を整えて継続し
ていきたい。

△

26
訓練生へのキャ
リアコンサル
ティングの実施

進
路
開
発
課

令和2年度より学内
に進路開発担当を設
け、組織的に専門人
材育成訓練生の進路
支援にあたってい
る。

進路開発担当、担任4名が
ジョブ・カード作成アド
バイザーを取得してお
り、協力して進路相談・
進路支援を実施してい
く。

ジョブカードを
使用した定期的
なキャリアコン
サルティングの
実施。

―

進路開発担当により、早い段階で履
歴書・職務経歴書の添削を実施し
た。また、進路開発担当とジョブ
カード作成アドバイザー(4名)、担
任が協力し、キャリアコンサルティ
ングを実施した。

― 〇

令和2年度生には規
定のキャリアコンサ
ルティングを実施す
ることができた。令
和3年度生にも継続
して実施していく。

令和3年度は40名の受
け入れを予定している
ため、今まで以上の支
援体制が必要になると
考えられる。早い段階
からのキャリアコンサ
ルティングを実施し、
企業とのマッチングを
進めて行く。

進路開発担当が主体とな
り、進路開発課、担任が
協力してキャリアコンサ
ルティング業務を実施し
ている。年齢により就職
先が限られてしまうこと
も懸念されるが本人の希
望に沿った就職ができる
よう支援していく。

〇

27
キャリアコンサ
ルタントの資格
取得

進
路
開
発
課

ジョブ・カード作成
アドバイザーは有効
期限が2024年3月31
日となるため、今後
4年間にキャリアコ
ンサルタントの資格
取得を目指す。

キャリアコンサルタント
資格取得を目指す者の人
選を行う。

キャリアコンサ
ルタント資格の
取得。

35万
資格取得
のための
講座受講

料

人選(1名)を行い、キャリアコンサ
ルタント資格を取得した。

35万円
(38800円）
本校勤務が
実務経験可
となった

為、講座受
講の必要が
なくなった
ので受験料
のみとなっ

た。

〇

キャリアコンサルタ
ント資格取得によ
り、2025年度からの
キャリアコンサル
ティングが可能とな
る。

就職支援は、キャリ
アコンサルタント有
資格者が行う必要が
ある。40名の受け入
入れが続くようであ
れば、有資格者の増
員が望ましい。

キャリアコンサルタントの
資格を取得した教職員もお
り、実施体制も整えてい
る。ジョブカード作成アド
バイザー資格の期限が切れ
るまでに資格取得者を増や
してキャリアコンサルティ
ングを継続できるよう取り
組んでいく。

◎

28
ボランティア・
地域貢献活動の
実施

進
路
開
発
課

コロナウイルスの影
響により活動が自粛
となったので、今後
の再開に向けて、協
力体制を維持する。

地域貢献やボランティア
について、窓口担当者を
決めて情報発信や新規の
取り組みについて企画・
実行する。

地域の方々の要
望・期待に応え
られるよう取り
組む。

―

コロナウイルスの影響により活動が
自粛となっていた。来年度からも出
来る取り組みがあれば再開をしてい
けるよう協力体制を改めて築き実施
する。

― ×

今後も出来る取り組
みがあれば、ボラン
ティア・地域貢献活
動を実践していく。

コロナウイルスの関
係で、どの程度・範
囲で実践できるか、
検討をしていく。

地域貢献活動はR2年度よ
りストップしているが、
年度末にR4年度からの豊
島区体育協会との協力体
制を整えることができ
た。R4年度はシニア世代
の食育について講習会を
開催する予定である。

×

29

豊島WAKUWAKUﾈｯ
ﾄﾜｰｸ「椎名町子
ども食堂」への
協力

進
路
開
発
課

コロナウイルスの影
響により活動が自粛
となったため、今後
の再開に向けて、協
力体制を維持する。

「椎名町子ども食堂」へ
の継続的なボランティア
活動と学校主催のイベン
トを実施する。

地域の方々の要
望・期待に応え
られるよう取り
組む。

―

コロナウイルスの影響により活動が
自粛となっていたが、来年度より以
前実践していた豊島区役所との取り
組みを再開するので、協力体制を改
めて築き実施する。

― ×

今後も出来る取り組
みがあれば、積極的
に校内で検討し、実
践していく。

コロナウイルスの関
係で、どの程度・範
囲で実践できるか、
豊島区役所の担当者
と検討し、協力体制
を築き、実施してい
く。

椎名町こども食堂では、
予約制での開催を開始し
ている。協力を再開して
いけるよう準備を整えて
いきたい。

×

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



（６）組織・運営体制 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

30
分掌・学年会議
の実施

校
長
・
副
部
長

令和2年度より組織
を改編し、教務課・
実習実験課ととも
に、教育管理・募集
情報・学生支援・進
路開発の4つの分掌
に分けて業務を整理
し、円滑な組織運営
を図った。

各分掌･学年ごとの責任と
権限に則り組織運営を行
う。それぞれが分担され
た業務内容についての理
解を深め、役割を果たし
ていくため定期的な会議
を行い、聴取した意見や
決定事項を企画調整会議
に報告する。

週1回・もしくは
隔週1回の分掌･
学年会議の実
施。

―

４つの分掌、学年、実習実験担当が
それぞれ定期的に会議や打ち合わせ
を実施し、そこで話し合われた内容
は共通理解が持てるよう議事録の回
覧や企画調整会議での報告が行われ
た。

― ◎

日々の業務上での問
題を定期的に相談し
たり確認することが
できている。また、
責任者がそれらを把
握し対応することが
できた。

各組織ごと全員参加
が望ましい。通常勤
務時間内での日程調
整が基本だが、難し
い場合は時間外など
で対応するなど工夫
が必要。

職員会議の実施に伴い、
分掌･学年での会議を行
うことで、業務の確認、
業務遂行上の問題点など
を把握し直すことができ
る。各部署ごとに月１回
以上の会議は継続してい
きたい。

◎

31
企画調整会議の
実施

校
長
・
副
部
長

校長･副部長･分掌･
学年･実習実験･給食
の責任者による週1
回の会議を実施し、
共通理解を図った。

学園連絡会議における報
告事項の共有、分掌･学年
での懸案事項や決定事項
の認知、管理職間の学校
運営に関わる共通理解の
ため、定期的な企画調整
会議を実施する。

週1回の企画調整
会議の実施。

―

週1回の会議は確実に行われた。
会議では学園連絡会議の報告、それ
ぞれの分掌や組織での報告・決定・
諮問事項の報告や相談が行われ、円
滑に業務が進められた。

― ◎

分掌ごとの業務につ
いて理解し、成果や
問題点を共通理解す
ることができた。

―

企画調整会議も定例化し
た。週１回、主事以上で
共通理解を図ることが、
円滑な学校運営に繋がっ
ていると考えられるた
め、今後も継続してい
く。

◎

32
職員会議を実施
し、教職員間の
共通理解を図る

校
長
・
副
部
長

月に1回の職員会議
を実施しており、令
和2年度からは職員
室の自席において実
施。使用等必要書類
はPCにて閲覧できる
ようにすることで
ペーパーレス化を進
めている。

組織の流れに則った決定
事項の共有のため、職員
会議を継続する。また、
引き続き自席での職員会
議によりペーパーレス化
を推進する。

月1回の職員会議
の実施による目
的意識の共有。

―

月1回の職員会議を実施し、各分掌
や学年・実習実験からの報告事項で
は、若手の教職員からも発言ができ
るよう配慮されていた。職員会議を
自席で行い、PCに共有された資料を
確認するなどペーパーレスが推進さ
れた。

― ◎

分掌ごとの報告や提
案の際に若手の教職
員が発言することに
より、自身の分掌業
務に対する責任感や
発言することへの慣
れや自信につながっ
た。

―

授業と並行して行われる
ため、全員が揃うことは
難しいが、教職員の連帯
を図ること、共通理解を
持つことと共に、個々の
プレゼンテーション能力
をのばす役割ともなって
いる。

◎

33 退勤時間の改善

校
長
・
副
部
長

コロナ禍によるオン
デマンド授業の実
施、対面授業におけ
るコロナ予防対策な
ど、通常業務とは異
なる業務が増加した
ことにより、個々の
業務負担は増えてい
る。

分掌組織での業務となっ
て2年目に当たる。分掌ご
と、また実習においても
業務の偏りなどを再度調
整し、偏りのない業務分
担とすることにより、時
間外勤務を減らしてい
く。

時間外勤務を令
和２年度比で減
少させる。

―

時間外勤務に関しては、いまだ偏り
があるのが現状である。しかしなが
ら、分掌長や学年主任、実習実験課
責任者により勤怠について把握・管
理され、限度以上の業務負担になら
ないよう注意している。

― ○

業務分担の適正化に
より以前と比べて時
間外勤務を減少する
ことができている。

実習準備など早朝の
時間外勤務にて対応
している授業は次年
度より朝礼参加免除
や専任副助手をつけ
るなど対応する。

時間外勤務については所
属長に了承の上で業務を
行うこととなっている
が、常習化している部分
もある。個々で勤務時間
内に業務を終わらせる意
識を持つことが重要であ
る。

△

34

休暇申請方法の
見直しによる有
給休暇の取得増
加

校
長
・
副
部
長

新様式の休暇申請簿
により管理している
が、令和2年度はコ
ロナによる休業要請
等で振替休日･自宅
研修もあり有給休暇
の取得が難しい状態
であった。

1週間のなかで1日は授業
や実習･実験の兼任助手に
就かない曜日を作り、積
極的な有給休暇の取得を
促す。

有給休暇取得率
の向上。

―

キングオブタイムにより休暇申請方
法が簡素化されているが、取得の機
会が増えた訳ではない。休暇の取得
は個人の業務や意識により違いがあ
る。但し、休暇が取りにくい職場風
土ではなく、むしろ取得はしやすく
なっている。今後も積極的な取得に
向けて管理職からの声掛けをしてい
きたい。

― ○

定期的な休暇申請
（１か月に１回程度
取得させる）への声
掛けの継続

例年、1～3月に有休
消化をすることが多
くなっている。休暇
取得に対する意識改
革が必要で、特に年
長者自ら率先して取
得することが重要で
ある。

以前と比べると有給休暇
を取りやすい環境となっ
ている。但し、個々の業
務が多く休める状況では
ない。次年度は月１回取
得できるよう促していき
たい。

○

35
クリーンデスク
の実行

校
長
・
副
部
長

机上の整理を徹底
し、令和2年度より
机上にはPCのみと
し、教本や書類等を
置くことを禁止とし
た。年度当初には整
頓されたが時間の経
過とともに意識が薄
れている。

クリーンデスクは個人情
報管理の一環で行ってい
るため、個人情報保護責
任者による定期的な見回
りを実施し確認する。ま
た、常に机上を整理整頓
するよう管理職からの注
意喚起を行う。

クリーンデスク
の維持による個
人情報の漏洩防
止。

―

未だ、名簿など個人情報が載ってい
る書類などが机上に置かれたまま離
席をしている教職員が時折みられ
る。注意喚起は行っているが、個人
情報の管理に対する意識の向上は今
後も必要である。その一環としてク
リーンデスクへの意識づけも引き続
き行っていく。

― △

机上が整っているこ
とにより、余分なも
のを置かず、これが
個人情報の放置を防
ぐ。

整理整頓が苦手な者
は一時的にはきれい
になるがそれを維持
することが出来てい
ない。責任者が定期
的に見回り注意喚起
していく必要があ
る。

職員室内は学生や来客者
が出入りするスペースで
ある。クリーンデスクが
維持できるよう定期的な
見回り、声掛けをしてい
く。

△

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



（７）施設設備 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

36
トイレ修繕・改
修の実施

学
年
・
教
育
管
理
課

2号館2,3階のトイレ
については体験入学
でも使用することか
ら改修工事の必要性
があったが、計画段
階で耐震工事の兼ね
合いから中断してい
る。改修計画の現状
把握が必要となる。

耐震工事とともに速やか
に改修工事が進められる
よう、衛生的で快適な環
境になるような改修案を
決定し、準備を整えてお
く。

耐震工事等を考
慮し、2号館2,3
階改修工事計画
案の作成。

不明
(耐震工事
の際に計

画)

耐震工事にともなう改修工事として
希望を出している状態であり、現
在、耐震工事実施業者との打合せの
下、改修案を作成している段階であ
る。

未定 △ ― ―

耐震化工事に合わせ、施
設設備の充実の一部とし
てトイレの改修について
希望を提出している。

△

37 教室環境の整備

学
年
・
教
育
管
理
課

全教室にスクリーン
を設置。コロナ禍に
伴いブラインドが一
部未設置のため順次
設置していきたい。

ブラインドの交換や教室
内機器・備品等を整備
し、教室環境を整える。
また、耐震工事のタイミ
ングを利用し教室への
ロッカー移動の計画を立
てる。

ブラインドの全
教室設置。教室
のスペースに
合ったロッカー
の選定。

約100万円
未設置階
分（4～
6F、7～
10Fで120
万だった
ため）

耐震工事にともなう改修工事として
希望を出している状態であり、現
在、耐震工事実施業者との打合せの
下、改修案を作成している段階であ
る。

未定 △
引き続き機器類の耐
用年数など確認し、
交換を実施する。

―

耐震化に伴い教室の環境
が変わるため、令和3年
度の段階でブラインド未
交換のままの教室が存在
するが耐震化工事に合わ
せ設置する。耐震化によ
り教室スペースも狭くな
るため、ロッカー配置な
どもその際に検討する。

△

39 ICT環境整備

学
年
・
教
育
管
理
課

令和2年度より、全
教室にPC・プロジェ
クター、スクリーン
を設置し、同様に実
習・実験での授業内
でも映像機器を取り
入れた。旧型のPCは
買い替えが必要であ
る。

各教室のPC・プロジェク
ターの老朽化に伴い、修
繕や購入を検討する。実
習・実験室を含め学生主
体の授業を可能とする双
方向授業を実践するため
のコンピューター環境を
整備する。

各教室で老朽化
したPC・プロ
ジェクターの交
換及び購入。

50万円
（PC2台・
プロジェ
クター1台
購入）

セキュリティーの低いPCの廃棄を伴
い、新しいPCとプロジェクター1台
を購入し、安全性の向上に努めるこ
とが出来た。

30万円
（PC2台・
プロジェ
クター1台
購入）

◎

計画したPCの他に年
度末に予算を確保で
きたため、実習･実
験で使用するPC８台
を購入する事ができ
たため、次年度以降
の授業内容の向上に
繋げていきたい。

今後もPC・プロジェ
クターの老朽化に伴
う修繕や購入に必要
な予算確保が必須に
なる。

PCやプロジェクターの耐
用年数は5年といわれて
おり、計画的に予算を確
保して交換･購入してい
かなければならない。

◎

40
実習室・実験室
の点検・整備

教
育
管
理
課

令和元年度末より各
実習室・実験室の棚
卸表を一括して作成
し、機器・備品の管
理に努めたが、耐用
年数を超えているも
のも多い。

法令に基づく機器・備品
類実習室・実験室に必要
な物品の把握が必要であ
る。

基準となる必要
機器・備品に関
しての一覧表の
作成。

―
栄養士法施設要綱に基づく機器につ
いての設置基準を一覧にまとめた。

― ○

今後機器の耐用年数
などとの兼ね合いか
ら、必要なものを整
備していく必要があ
る。

令和5年度の耐震工
事に合わせて大型機
器及び備品購入を検
討する。

実習室・実験室に配置さ
れている機器・備品類は
老朽化が進んだものも多
く、故障･修理を繰り返
している。経営改善計画
上費用のかかる取り組み
は計画的に行う必要があ
るため、今後購入計画を
立て進めていく。

◎

41
栄養士業務の根
幹となる大量調
理実習の整備

実
習
実
験
・
給
食

老朽化や破損の箇所
が例年より多くなっ
てきている。修理で
きる範囲内で対応し
ているが、希望して
いる全面改修には
至っていない。

本校のアピールポイント
とするために中期計画的
には全面改修を目指した
い。それまでは必要な機
器類の購入・修繕を実施
する。

実習室及び食堂
ホールの整備や
修繕、必要な機
器･器具の購入。
全面改修に向け
た計画の立案。

不明
(整備･改
修内容に
ついて計
画を継続

中)

施設については整備に莫大な費用が
かかるため、改修はできていないの
が現状である。耐用年数が過ぎ故障
した機器類を交換し、少しずつ環境
を整備していくほかない。令和３年
度は古くなった作業台の交換、ピー
ラーの入替などを実施した。

44万6千
円(作業
台2台･
ピー
ラー)

○
実習室内の作業台2
台とピーラーを交換
した。

引き続き機器類の耐
用年数など確認し、
交換を実施する。

老朽化に伴い交換が必要
な機器･備品類は多く存
在するが故障に伴う交換
に留まっている。清掃･
整備を十分に実施し環境
を整え、教育効果のある
実習を継続させていかな
ければならない。

◎

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



（８）財務基盤 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

42
事業計画に基づ
く予算の適正算
出

教
育
管
理
課

事業計画に基づく予
算の適正算出

事業計画に基づき、目標
を達成するために必要な
次年度予算を算出すると
ともに、教育内容や設備
を充実させるために計画
的に予算執行を行う。

適切な次年度予
算の算出と予算
執行。

―

コロナ禍において通常の授業と内容
を変更している科目もあるが、令和
3年度の予算執行額は全予算の約
70％であった。次年度の予算につい
ては、学生数と前年度の執行状況を
鑑み算出・申請を行った。

― ◎

通常通りの授業を実
施した場合、令和3
年度の予算申請は適
正なものであった。

財政改善も踏まえた
適正な予算申請を行
う。

経営改善計画を検討する
年度でもあったため、予
算管理に関してはより慎
重に実施してきた。おお
むね予定に沿った算出が
行われた。

◎

43
学生募集のため
の予算確保

教
育
管
理
課

募集情報課が中心と
なり体験イベント等
を進めている。令和
2年度は体験実習の
回数も少なく内容も
縮小している。対面
が難しい分、オンラ
インやSNSでの対応
強化が必要となる。

募集につながる動画作成
のため、機材や編集ソフ
トなどを充実させる。ま
た、体験生に対して1人1
台のタブレットを配布
し、動画の視聴や資料を
共有しながら学校概要説
明を進めるなど効果的な
募集活動を検討する。

DVD編集ソフトの
購入、タブレッ
トの購入によ
り、効果的な体
験イベントを進
める。

50万円
概要説明や、写真・動画閲覧にタブ
レットを活用し、入学へつながる効
果的な体験入学が実施できた。

4万円 △

オンライン学校説明
会の参加者に対し
テーマ毎の適正な教
職員が対応し、募集
活動強化を図った。

タブレットの活用方
法にばらつきがある
ため、使用方法の周
知を行い、効果的な
募集活動に繋げてい
く。

新たな動画編集ソフト等
の購入はしなかったが、
個々に編集技術等を向上
させ効果的な動画作成に
取り組んだ。タブレット
など現存するものを活用
しながら今後も募集活動
に繋げていきたい。

○

45
ペーパーレス化
の実施

教
育
管
理
課

校
長
・
副
部
長

職員会議においては
自席にてPCを利用し
たペーパーレス会議
を実施している。

紙媒体として必要なもの
とデータでよいものとを
精査する。データはメー
ルで添付し受け取る側が
必要なもののみをプリン
トアウトするなど創意工
夫してペーパーレス化を
推進する。

紙の購入経費の
削減が図れるこ
と。

―

職員会議およびその他の分掌ごとの
連絡や報告は基本的にデータでやり
取りができるようになったが、まだ
紙媒体でのやり取りが主流である。
授業などでは未だプリントの配布が
主であり、今後は講師も含めて意識
改革が必要である。

― △

教職員間ではデータ
でのやり取りを積極
的に行っている分掌
もあるが、まだまだ
努力が必要である。

授業に関するプリン
ト類は、PCの導入な
どデータでやり取り
ができる体制を整え
ることが必要であ
り、PC導入に関して
は今後慎重に検討し
ていかなければなら
ない。

学生が個々にPCを持ち、
授業を受ける形となった
場合、印刷に関わる用
紙・インク等大幅な経費
削減も図れるが、PCを活
用した授業に対しては教
職員側の準備が必要とな
り慎重に進める必要があ
る。

△

46
適切な勤務体制
による経費削減

教
育
管
理
課

校
長
・
副
部
長

令和2年度はコロナ
禍によるオンデマン
ド授業の実施や、組
織改編による業務分
担の変更により時間
外勤務は減少されな
かった。分掌間の業
務負担にも差がみら
れ、整備が必要であ
る。

分掌・学年間での業務を
整理し、平均的に割り振
ることによって時間外勤
務を減少させる。実習で
は課題対応に時間がとら
れるため、授業担当者と
担当助手との負担割合を
整備する。

各教職員の業務
について適切に
管理し、時間外
勤務を減少させ
る。

―

個々の業務内容に関しては、各分掌
や学年・実習実験の責任者が把握
し、業務過多とならないよう注意し
ている。担任業務は時期的に業務過
多となる場合もあり、また実習・実
験では授業内容により時間外勤務が
必要な場合もあり、臨機応変に対応
している。

― △

課題対応に関わる時
間外勤務について
は、授業担当者が対
応するよう徐々に変
更しており、これに
関する負担は減少、
時間外手当は減少さ
せることができたと
思われる。

授業準備に時間がか
かる科目があり、こ
の科目を担当する助
手は早朝出勤など負
担を強いられてしま
う。教育の質を下げ
ないためにも必要な
部分は時間外勤務は
やむを得ない。

授業開始時の出席、課題
添削など徐々に授業担当
者にご対応いただくよう
に変更しているが、学年
(担任)･実習実験･分掌業
務と一人ひとりが抱える
業務は多く負担軽減は限
られた範囲となってい
る。

△
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【その他の取り組み】 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

領
域

区
分 取り組み名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容 達成基準
（行動目標含む）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

教
育
の
充
実

特
色
事
業

GoogleClassroo
mの活用

教
育
管
理
課

令和2年度、緊急事態
宣言による休校に伴
いGoogleClassroomを
活用した遠隔授業を
開始し、対面授業実
施後もこれを活用し
たレポート提出など
を継続している。

コロナ禍の下、今後も
GoogleClassroomを活用
し、再度休業要請などが
発された場合にも対応で
きるよう準備を整える。

令和3年度入学者
についてのアカ
ウントの作成及
び
GoogleClassroom
での授業（欠課
レポート含む）
対応の実施。

―

令和3年度もGoogleClassroomを活用
し、オンデマンド授業･欠課レポー
ト配信及びアカウント管理が出来
た。

アカウン
ト維持費
1100円

◎

GoogleClassroomの
活用が3年目とな
り、学生管理の一括
化が出来るように
なった。

GoogleClassroom運
営のマニュアル化を
進める。

学生への連絡、欠課レポー
ト、各種アンケートなど、
GoogleClassroomの活用に
より、効率的に運営するこ
とができるようになった。
一方で年度開始時の学生ア
カウント登録に関する事務
作業の負担は増大してお
り、課題も残っている。

◎

学
生
支
援

特
色
事
業

コロナ禍におい
ての感染防止策
調整・周知と実
践の徹底

学
生
支
援
課

令和2年度は、登校時
動線及びエレベータ
の使用制限、喫食方
法等における感染防
止策を講じてきた。
学生が自発的に行動
できるよう緊張感を
持たせる必要性が高
い。

エレベーター使用時間と
利用人数の制限を徹底す
る。喫食時の私語を原則
禁止とする。これらの指
導を強化するため、前者
は従前に加え昼食後の時
間帯も教職員が誘導し、
後者は喫食指導を兼ねて
教職員が食堂に出向く。

①エレベーター
は、常時昇り専
用且つ4名/基の
履行。
②喫食時の私語
をしている者
は、5％以下。

―

①エレベーターの昇り専用化は困難
で、時間帯を指定しても履行されて
いなかった。また、教職員がいない
と人数制限も同様であった。②黙食
についても数値目標は達成できな
かった。

― ✕

①の人数制限は、教
職員の誘導時のみ履
行された。②は教職
員等の私語が指摘さ
れ、理想と現実は大
きく異なった。

密と濃厚接触の定義
を鑑み、①の人数制
限は緩和することが
必要である。②を含
め、関係者ひとりひ
とりの理解が得られ
るよう、丁寧な説明
を続ける必要があ
る。

教職員の誘導がある時間帯
はエレベーターの人数制限
及び昼食時の黙食も徹底さ
れるが、その他の時間帯で
は個々の規律性に頼らざる
を得ない。健康を守るため
のルールでありその必要性
を理解できるよう指導して
いかなければならない。

△
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